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１．研究目的と構成
本研究は，イギリス会計制度の展開過程を，会社法により会計規制の最高規範と規定される「真実
かつ公正な概観』の要請を実現するための会計規制の変容の過程として一義的に捉え,その視点から，
1970年以降現代に至るイギリス会計制度の展開を規制環境の変化との関連において考察し，イギリ
ス会計制度の基本的特徴ならびに現代的性格を明らかにすることを目的とする。
研究目的の達成のため，本研究は，検討すべき２つの課題を設定し，それに対応させて大きく２つ
の部分から構成する。
第１の課題は，「真実かつ公正な概観」の実現のためにイギリス会計制度がどのような基本的特徴
を有しているのか，また，当該基本的特徴によってどのような問題点が生じてきたのかを明らかにす
ることである。第１部「イギリス会計制度の基本的特徴と問題点」（第２章から第５章）は，会計基
準委員会（ASC）によって会計基準（SSAP）の設定が始まる１９７０年から１９８９年会社法改正以前ま
での展開を検討し，これらの点を明らかにする。
第２の課題は，現代の会計規制の展開の中で基本的特徴がどのように変容しているのか，その現代
的性格を明らかにすることである。第Ⅱ部｢会計制度の改革とその現代的性格」（第６章から第１０章）
は，１９８９年以降展開されてきた会計制度改革の現況を考察することにより，この点を明らかにする。
２研究の成果
第１部では,1970年から1989年までのイギリス会計制度の展開の中からその基本的特徴を抽出し，
さらにそのような特徴のために生じる問題点を明らかにしてきた。
第２章「イギリス会計制度における「真実かつ公正な概観』の意義」および第３章「『真実かつ公
正な概観」の判断基準」における考察の結果，イギリス会計制度の基本的特徴として以下の３点が抽
出された。
第１の特徴は，財務諸表が『真実かつ公正な概観』を提供すべきであるとする会社法上の要請を会
計規制の最高規範とし,とくにその目的実現のために離脱規定が置かれていることである。このため，
イギリス会計制度は，財務諸表の作成責任を有する取締役の会計的判断を重視して会計方法の弾力的
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適用を許容する柔軟な規制構造を有している。また，柔軟な規制構造をとることによって企業実態を
反映する開示情報の充実が指向されている。
しかし，柔軟な規制構造のもとでは，財務諸表が『真実かつ公正な概観」を提供しているかどうか
その信頼性が問題となる。このため，会社法は，職業会計士による監査を義務づけ，会計監査によっ
て「真実かつ公正な概観」の信頼性の確保を図っている。したがって，イギリス会計制度の第２の特
徴は，監査制度が，柔軟な会計規制構造に対する制度的安定機能を果たしており，会計規制の重要な
一環をなしていることである。
他方，職業会計士団体では，「真実かつ公正な概観」の監査上の判断基準となるよう，自主規制と
しての会計基準（SSAP）を作成。公表してきた。ＳSAPは，監査人のみならず法定監査を通じて企
業に対してもその遵守が求められ,会計実務を実質的に規制してきたのである。こうした状況のなか，
政府もまた，企業環境の変化に適応した基準設定が可能な自主規制の弾力的対応に期待を寄せ，会計
実務の専門能力を有する職業会計士団体に会計基準の設定を任せてきたといえる。このように，会社
法による法的規制と職業会計士団体による自主規制が相互補完的に並存し，なかでもとくに会計基準
が『真実かつ公正な概観」の内容を実質的に規定する重要な制度的役割を担っているところにイギリ
ス会計制度の第３の特徴ｶﾐある。
ところで，以上のようにイギリス会計制度が「真実かつ公正な概観」を最高規範とする柔軟な規制
構造を有すること，そのなかで『真実かつ公正な概観」の内容を実質的に規定する会計規制の中心的
手段が職業会計士団体の自主規制たる会計基準にあることに起因して，会計規制上の問題点がとくに
会計基準のあり方を巡る問題として現出してきた。第４章「会計基準設定の展開と問題点」および第
５章「弾力的な会計規制と創造的会計の可能性」では，会計基準のあり方を巡る２つの主要な問題点
について考察している。
1つは,会計基準が本来,職業会計士団体による自主規制として設定されたものであり法的強制力
を有しないという規制上の弱点に起因する問題点である。会計基準がプライベート。セクターによる
自主規制として設定される場合，会計基準をいかに遵守させるかが重大な関心事となる。ＳSAPの設
定機関であるＡＳＣは，会計基準の設定に会計士団体以外の意見も取り込めるようにすることで，会
計基準への合意と説得による会計基準の遵守を求めようとした。
しかしながら，各種利害関係者の合意形成を重視し，会計基準設定プロセスのなかに基準によって
経済的影響を受ける人々が参加。介入してくる場合，会計基準が，各集団の私的利害の追求に基づく
交渉と妥協によって設定される政治的性格を顕在化させることになる。このような状況では，会計方
法の選択幅を容認する妥協的な解決策がとられがちになり，しかもそれが「真実かつ公正な概観」の
規定目的から正当化されるため，会計基準が不可避的に多様化するという問題が生じることになる。
２つめは，多様な会計方法の弾力的適用を容認する柔軟な会計規制構造から生じる創造的会計（会
計規定の操作的な遵守）の問題を取り上げている。多様な会計方法の弾力的な選択適用は，企業が規
定を形式的に遵守することを通じて会計報告を会計政策的配慮から操作する可能性（創造的会計）に
道を開くこととなり，会計報告の有用性や信頼性を損なう危険性を孕むことが明らかになった。
第Ⅱ部は，上記問題を克服しながら『真実かつ公正な概観」を実現するために取り組まれた１９８９
年以降の会計制度改革の状況について検討している。
第６章「会計規制の機構的枠組みの再構築」は,新たに再構築された会計基準設定｡監視機構（FRC
体制）および会計士団体の運営機構について１９８９年会社法改正との関連の下に検討し，自主規制と
法的規制の相関関係の変容について考察している。
また，第７章「企業実態情報開示の拡充｣，第８章「｢財務報告原則書」の内容とその方向性｣，第
９章「コーポレート゜ガバナンス改革の会計規制における意義」および第１０章｢会計監査制度の拡充。
強化と財務情報の信頼性」は，自主規制の立場から展開された会計規制の拡大。強化策について検討
している。
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以上のような昨今の会計制度改革の動向の中から，イギリス会計制度の現代的性格として，次の２
点が明らかになった。
第１点は，企業会計に対する会社法の関与が明確になり，会計規制が従来に比して公的色彩を強め
て展開していることである。
もとより会計制度の策定は利害関係者保護の重要な方策であり，また，国民経済の発展に重大な影
響を及ぼすものであると見なされることから，経済政策その他の一環として，会社法が企業会計に関
与する必然的基盤は元来存在しているのであって，法政策の見地から関与の強弱の度合が決定されて
いるにすぎない。イギリス会計制度の今日に至る展開は，法律干渉とそれに対･する自主規制側の抵抗
の歴史であったといわれるが，１９８９年の会社法改正によって，ＦＲＣ体制ならびに監査人資格の公的
管理体制の確立など，具体的な形で会計制度（監査制度を含む）に対する会社法の関与が精級化。強
化される方向性を認めることができる。
第２点は，このような法的枠組みの中で，自主規制の立場から積極的に自主的な会計規制の拡充。
強化が図られていることである。この点については，さらに情報開示の量的。質的拡充ならびに会計
規制における規定的アプローチへの重点移行の２つの側面に分けて捉えることができる。
まず，’情報開示の量的。質的拡充については，企業経営の透明性を高め財務報告の有用性。信頼性
を強化するため，総認識利得損失計算書やキャッシュ。フロー計算書の導入による財務諸表の拡大の
ほか，コーポレート゜ガバナンス状況の開示要請などにみられる非財務的な企業情報の開示をも含め
た広範な情報開示規制へと拡大している。さらに，このような動向に対応して，監査もまた法定監査
の枠組みを超えた保証提供機能の拡張が指向されている。
企業情報の開示規制は，開示情報によって情報利用者が企業活動を評定し，適切な意思決定が行え
るようにすることを目的としているが，それと同時に，開示規制は，企業が開示を檮曙するような不
健全な企業行動を抑制する機能を果たしている。「真実かつ公正な概観』の要請の根本思考が企業実
態の完全な開示にあることからすれば，企業情報に関する全般的な開示規制の拡大は，この点からも
十分是認されるものである。
次に，会計規制における厳格な規定的アプローチへの重点移行は，以下の諸点にその傾向を見るこ
とができる。
まず，１９８９年会社法の主導のもとに会計基準設定・監視機構を改革し，これらの機関と会計基準
に対して法的裏付けが付与されたこと，また，財務報告違反審査会（FRRP）に対して会計基準から
の離脱により財務諸表に暇疵がある場合の訴訟権限が認められたことにより，会計基準の拘束力・実
践規範力が従来以上に強化されていることである。このような制度的措置によって，『真実かつ公正
な概観」を最高規範とする柔軟な規制構造のあり方は，会計基準の遵守を優先する規定的アプローチ
へと企業の会計行動を制約することになる。また，会計概念フレームワーク（『財務報告原則書｣）を
積極的に開発し，それを論拠として会計方法を限定し会計基準の弾力性を排除しようとしていること
ころにも規定的アプローチへの移行が見て取れる。
以上，本研究では，イギリス会計制度の基本的特徴を抽出するとともに，規制環境の変化に照応し
てその特徴がどのように変容しているかを考察してきたが，イギリス会計制度が示す２つの現代的'性
格はあくまでも本質的特徴を基調としたものであり，断絶的な変容を意味するものではないことが明
らかになったと考える。
最後に，本研究の結果からイギリス会計制度のあり方を展望すれば，今日の会計制度が枠組みから
みれば法的規制の比重を高めているとはいえ，会計実務の動的性質を重要視すれば，「真実かつ公正
な概観」の要請ならびに法的枠内での自主規制への依存という規制構造は依然として維持されるべき
と考える。ただし，自主規制が「真実かつ公正な概観」を会計的判断よりも会計基準への準拠による
確保の重視を指向していることは疑いない。この場合，会計実務の進展にあわせて会計基準が「真実
かつ公正な概観」の内容を迅速かつ適切に具体化できるか否かが，今後の大きな課題となる。
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Thepurposeofthisstudyistoexaminemajorfeaturesandtheirchangingnaturesofthe
accountingsystemintheUnitedKingdomafterl970
MajorfbaturesoftheaccountingsystemintheUnitedKingdomareasfbnows：
(1)Theover-ridingrequirementthathnancialstatementsshallgiveatrueandfairviewisa
supremecriterion・Itcansfbrthepre-eminentjudgementofeconomicsubstanceoverfbrm．
(2)Traditionally，statutoryaudithasprovidedindependentverincationofcorporate
disclosuresAtrueandfHirviewissubstantianyguaranteedbyauditmg．
(3)ThestructureofaccountingregulationhasinvolvedamixtureoflegalcontrolandselfL
regulation,ｉ､ｅ・ｓｅ]fLregulationwithinalegalfiPamework、
WhilefUndamentalfbaturesabovearestinretained，naturesoftheaccountingsystemare
changingnowtosomeextent．
（i）SelfLregulationbodyisexpandingdisclosurerequirements，ａｎｄｐrefersprescriptive
approach．
（ii)Therehasbeenatendencyfbrself‐regulationtodeveloptowardsmorebroadly-based
privatesectorregulation，whichinvolveslegalcontrolthroughCompaniesActs、Thus，
selfLregulationisshiftingtotheｃｏｍｐｌｅｍｅｎｔａｒｙｉｍｐｌｅｍｅｎｔｏｆｌｅｇａｌｒegulation，ａｎｄｔｈｅ
boundariesbetweenlegalcontrolandself-regulationmaybecomelessclearcut・
Accounting，however，hasevolvingnature・ｓｏ，atrueandftlirviewrequirementmustbe
maintained，althoughaccountingregulationisstrengthenedbylegalandselfregulations．
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学位論文の審査結果の要旨
【論文の性格】
本論文は，イギリス会計制度の展開を，最高規範として位置づけられる「真実かつ公正な概観」の
要請を保証するための制度的展開過程として捉え，その視点から主に１９７０年以降現在に至るまでの
発展を規制環境の変化との関わりで詳細に考察し，それを通してイギリス会計制度の基本的特徴なら
びにその現代的性格を明らかにしようとしたものである。
このような論文目的の設定には，第１に，「真実かつ公正な概観』を冠し，世界の中で最も会計の
弾力'性を制度的に容認してきたイギリスの会計制度が，次第に規定的・統一的な規制アプローチへと
推移している現状を踏まえて，変化のうちに持続する根本的な特徴を把握し，また，そのような特徴
を基調としながらも環境変化に応じて変容せざるを得ない状況を考察し，特質の持続'性と変容の程度
を明らかにしながら会計制度のあり方を解明しようとの意図が含まれている。また，第２に，世界各
国において会計の有用性。信頼性に大きな疑問を投げかける事態が生じ，その解決が迫られている現
状から，会計の有用性を確保するための制度的規制システムのあり様をイギリスの動向。経験を検討
することによって提示しようとするものである。
【論文の構成】
本論文は，第１部「イギリス会計制度の基本的特徴と問題点｣，第Ⅱ部「会計制度の改革とその現
代的性格」の大きく２つの部分から構成されている。
第１部は，イギリス会計制度が『真実かつ公正な概観』の要請を実現するためにどのような基本的
特徴を有しているのか，また，それとの関連においてどのような問題点が生じてきたかを，１９７０年
から1989年までの展開の中で明らかにしている。
第Ⅱ部は，会計規制上の問題点を克服するために取り組まれた１９８９年以降の会計制度改革の状況
について多面的に検討し，イギリス会計制度の現代的性格を解明している。
【論文の評価】
本論文の評価すべき特徴としては，以下の五点が挙げられる。
第１は，会社法上の規定である「真実かつ公正な概観」の要請をイギリス会計制度の中軸をなす最
高規範として位置づけ，会計制度の発展過程をこの要請の実現のための会計規制の変容の過程として
一義的に捉えて，体系的に考察していることである。
『真実かつ公正な概観」の制度的意義については，企業の経済的実質の開示にあるとの解釈を示し，
この要請のためイギリス会計制度は本質的に会計的判断を重視する柔軟な規制構造を有していること
が明らかにされている。
第２は，会計規制の意味について，会計目的の実現のために公共的見地から行われる企業の会計行
為に対する公的（法的）および私的（自主的）な規律による制約であると規定し，これが，会社法規
定および職業会計士団体を中心としたプライベート゜セクターの自主規制として設定される会計基準
による財務報告規制と会計士監査制度の２側面の有機的結合からなるものと広義に解し，とくに監査
制度が会計規制の重要な一環をなすものと位置づけていることである。
第３は，会計基準を会計規制の中心的手段と位置づけ，その制度的役割や効力について詳細に解明
している点である。会計基準についてはとくに会社法との関係がどのように構築され進展してきたか
が問題とされ，『真実かつ公正な概観」の要請が会計基準に「真実かつ公正な概観」の実質的内容を
規定する機能を与え，ひいてはその設定主体の中心であり，また監査の担い手でもある職業会計士団
体への権限移譲を法的に保証するものであることから，自主規制領域に対する公的権威の拡張の是非
が双方向から認識されつつその均衡を保ち，法規制の中での自主規制の自立的発展某轤を提供し続け
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てきたことが明らかにされている。
第４は，柔軟な会計規制構造が，多面で創造的会計の横行にみられる会計制度の信頼性の失墜をも
たらしたこと，そして，それを是正し財務報告の有用性を高めるために実施された１９８９年以降の広
範にわたる規制の強化。拡充策を詳細に検討し，開示規制を含む厳格な規定的アプローチへの重点移
行がみられるとして，その変容を基本的特徴との関連から明らかにしていることである。
第５は，会計制度のありさま。展開過程を浮き彫りにし，それを踏まえて「真実かつ公正な概観」
の現代的意義ならびに会計規制の方向性を提示していることである。
【結論】
本論文は，論点に沿って必要とされる多数の先行研究文献を渉猟し，適切に検討。消化しながら，
イギリス会計制度の展開に照応した特質の変容とその過程を解明したものと評価できる。
本論文を通じては,先行研究にみられるように『真実かつ公正な概観」(離脱規定を含む)のみによっ
て会計的真実が実現されるものではなく，また，会計の自主規制の欠陥が国家規制の台頭によって解
決されるものでもないことが明らかされており，そのような認識も含めて，イギリス会計制度の基本
的特徴と制度改革に見いだされるその変容程度（現代的性格）の考察の中に会計制度のあり方が示さ
れているとする論調および構成に，執筆者のオリジナリティが表れている。
本論文に対しては，制度的規制構造に焦点が当てられているが，そのため，それらの基轤をなす経
済構造との関連に関する論述が不十分ではないかとの批評があった。これらについては，今後の課題
として一層の研鎖を期待するものである。
なお，本論文各章の多くは，既に大学紀要や会計雑誌等で公表された論稿および学会発表における
草稿を基礎にしており，それを修正加筆したものである。
以上より，執筆者安田忍が今後とも自立した研究者として活動し，さらなる研鎖が期待されるもの
と判断し，審査委員一同は，本論文提出者安田忍に対して博士（経済学）の学位を授与することが妥
当であると判断した。
－７６－
